






































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































(12) このような第 1審の判決は、控訴審（東京高判平成17年 1月20日判夕1210号145
頁）においても維持されている。
(13) この結論に対しては学説から批判が寄せられている。池田直樹「日本におけるア


































































東北法学第49号 (2018) 35 
120頁。
(33) 経済企画庁国民生活局消費者行政第一課編・前掲注 (32)110頁、川ロ・前掲注












(39) 橋本佳幸ほか『民法V 事務管理・不当利得・不法行為』（有斐閣 2011年） 250"-' 
251頁。
(40) 中原・前掲注 (2)53頁。
（すがさわ・だいすけ 東北大学大学院博士後期課程）
